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Authors have developed the offshore structure for control of sea environment named S-VHS construction method,
which is composed of the sloping top slit-type caisson and steel pipe piles. The sloping top form enables to realize the
remarkable reduction of wave force exerted on the dike body compared with the conventional one.

In this paper, hydraulic feature with wave dissipation ability and wave force reduction effect are verified through
some hydraulic experiments. After the preliminary study for the valid structure form, reflection and transmission
ability for the selected structure models were tested with the hydraulic experiment relevant to the ratio of caisson
width and wave length. Finally, wave force experiment was executed and it revealed the performance of wave force
reduction. Based on the results, we proposed specific design wave force formula for S-VHS construction method.

Key Words: hydraulic experiment, sloping top caisson, slit caisson, MMZ, S-VHS construction
method, VHS construction method

1. は じめ に

1986年 以 降,旧 建 設 省 に よるMMZ (Marine Multi

Zone)計 画 を契機 に多 くの新 型海域 制御構 造物 が開

発 され,実 海 域 に適 用 され てい る.MMZ計 画 によ る

構 造物は,沿 岸漂砂制御や 静穏 海域 の確保 といった

国土保全機 能 に加 え,沿 岸域 の水産や環境保 全等に

資す るとい う観点か ら透過性 の消波構造物 であ り,
一定の水理性能 を有す る ことが要求 され ている(対

象海 域 のエネ ル ギー 平均波 に対 して反射率0.5以 下,

透過 率0.6以 下).

透 過 水平 版付 ス リッ トケー ソン型構 造 物(以 下

VHS工 法)はMMZ計 画 の一環 と して 開発 され た鉛 直お

よび水 平 方 向の ス リッ ト壁 か らな る構造 物 で あ る

(図-1).こ の構造 では前 面ス リッ ト壁 に加 わる波

力 が比較的に大 きい ため各部材 断面が増 大 し,コ ス

トが割 高 とな る課題が あった.そ こで著者 らは有脚

式VHS構 造物 の前 面 を上部斜面 堤 と して波 力 を大幅

に低減す ることによって部材 断面の縮小 を図 り,同

時 に規 定 の水理 性 能 も満 たす 新型 海域 制 御構 造物

(以下S-VHS工 法)を 開発 した(図-2).

本研究では,2次 元水槽を用いた複数の水理模型

実験によってS-VHS工 法の水理性能および波力低減

効果を検証する.そ して設計波力評価式を提案す る

ことを目的とする.

図-1 VHS工 法(従 来 型) 図-2 S-VHS工 法

2. 構造形 式の選 定

水理模型実験によって詳細な水理性能および波力

低減効果を検証する前に,実 験対象とするS-VHS工

法の構造形式の選定を行った.選 定手法は以下に述
べる数値解析 と予備実験か らなり,こ こで上部斜面

の相対規模,有 効なス リット位置,水 平版 ・底版の

必要性を検討する.
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(1) 数値解 析の実施

は じめに上部斜面 の相 対高 を決定す るた め,数 値

波 動水路 に よる数値解 析 を実施 した.表-1に 解 析

条件を示す.こ こで パラ メー タhl/hは 図-3に 示す

通 り上部斜 面高天端高比 であ る.

hl/hに 対す る波 力低 減効 果(前 面 を直 立壁 と し

て計 算 した 合田波力 に対す る低 減率)を 図-4に 示

す.hl/hが 大 きい 程,波 力低 減 効果が 高 い こ とが

わか る.但 し,構 造的 には 前面に配 置 され る杭 と函

体 との接 合代 を 考慮す るとhlを あ ま り大 きくは で

きない と判断 し,斜 面傾斜角45° かつhl/h=0.5を

S-VHS工 法の構造形式 と して採 用す るこ とと した.

なお,数 値解析 上の反射率Kr・ 透過率Ktは と も

に要求性 能 内(Kr≦0.5, Kt≦0.6)に 収 まったが,解

析条件 に応 じて変化す ると考 え られ るので,詳 細 は

次項 に述べ る予備 実験 を通 して検証 した.

表-1 数値波動水路解析条件

図-3 数値波動水路解析構造

図-4 数値解析による波力低減効果

(2) 予備実験 による検討

予備 実験 では以下の部材 の必 要性 を検証 した.

(1) 底版 の有無

(2) 水平 ス リッ ト版 の有無

(3) 斜面 ス リッ トの有無

(4) 後壁上部 ス リッ トの有無

図-5に 各部材 対応 箇所 を示す.(1)～(4)の 順 に部

材断面 を縮小す る方向に反射性 能,透 過性能 を検証

した.ま たS-VHS工 法は有脚式で 底面に ク リア ラン

スを設 けた構造 を想 定す るた め,天 端 高 ク リア ラン

ス比 も2種 類(h2/h=0.05, 0.2)検 討 した.

なお 実験模 型お よび計測結果 処理方法等は本 実験

(水理性能検証 実験(図-6))と 同様 で あ り,詳 細

は次 章 を参照 され たい.予 備 実験 は表-4に 示す 本

実験検討 ケー スの うち,波 高4cmの 波浪条件 を中心

にケー ス数 を限定 して実施 した.

(1):従 来型VHS工 法 で作用波 力が 小 さい部 材で

あった底版 を無 く した場 合,反 射率 は微減,透 過率

は微 増す る.さ らに(2):従 来型VHS工 法 で衝 撃波 力

(揚圧力)が 作用 した,水 平ス リッ ト版 を無 く した

場合,反 射率 は微減,透 過率は微増 となった.但 し,

いずれ の場合 も本構造 では反射率が規定値 を越 えて

いたため,(3):斜 面 ス リッ トを設 けた ところ,反 射

率 ・透過 率 と もに堤体幅 を調 整す ることによ り規定

範 囲に収 まる見込み となった.最 後 に(4):後 壁 上部

ス リッ トを設 けた場合,反 射 率 ・透過率 とも殆 ど変

化 しなかった.な お(4)は越波 時に後壁 に作用す る衝

撃 波 圧 を緩 和 す る こ とを期待 して設 定 した.表-2

に各部材 の有無 による反射率,透 過率の変 化を示す.

以 上の検討か ら,(1), (2)の部材 を省略 し,(3), (4)を

導入 した形状 をS-VHS工 法の基本形 と して,水 理性

能 検 証実験 お よび 波 力算 定実 験 を実 施す る.表-3

に採 用 した堤体構造 の開 口率 を示す.

図-5 検 討 部 材

表-2 各部材による反射性能,透 過性能への影響

表-3 S-VHS工 法 堤 体 開 口率*( )内 は 従 来 型VHS工 法

3. 水 理 性 能 検 証 実 験

水理性 能検証実験 は50mの 断面水槽 を使用 し,実

験 模型縮 尺は1/25と してフルー ドの相似則 を適 用

してい る(図-6).表-4に 実験 条件 と検 討 ケー ス
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図-6 水理性能検証実験概要

表-4 実験 条 件 と検 討 ケー ス

図-7 模 型 構 造 形 式(B=38cm, 43cmの2種 類)

を示す.こ こで潮位はMWLと し,入 射波は 不規則波

を基本 に高波浪のみ規則波 とした.波 浪条件 は静 岡

県富士海岸 にお ける実海域平均波 浪条件 にフルー ド

の相似 則を適 用 した.

本 実験 を行 う模型構造形式 は,予 備 実験 結果 を参

考に決 定 した.選 定 した模 型形式 は堤体幅天端高比

B/hを2種(1.04, 1.18;模 型堤体 幅B=38cm, 43cm),

底面 クリア ランス天端高比h2/hを2種(0.05, 0.2)

の4形 式であ る(図-7).

実験 は不規則 波 に対 しては400波 以 上,規 則波は

20波 以上 に渡 って計測 した.そ して,模 型前 後 に

配置 した(4)～(6)お よび(7)～(9)の容量式波 高計(20Hz)

計測水位か ら合 田による入 ・反射波 分離1)を 行い,

反射率 と透過 率 を算 出 した.図-8に 算 出 した反 射

率 ・透過率 を構造形 式別に示す.

MMZ構 造物は,堤 体幅Bと 消波対 象波波 長Lの 比

B/Lに 対 し,消 波性能 が規 定 され る.本 実験 におい

てh2/h=0.2の ケー ス で は,B/L=0.14以 上,

h2/h=0.05の ケースでは,B/L=0.1以 上で規定の反

射率,透 過率 を満 たす ことがわか る.現 地海岸 への

適 用に際 して は,消 波対象波 浪条件か ら必 要な堤 体

幅 ・コス トを算 出 し,有 利 な構 造形式 を選択 可能 と

なる ことが期待 され る.

図-8 反射率 ・透過率の算定結果
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図-9 波力実験概要

表-5 実験条件

表-6 検 討 ケ ー ス(HHWL,一 部LWL)

4. 波 力 実 験

波力実験では,水 理性能検 証実験 と同様 に模型縮

尺 を1/25と し,静 岡 県富士海岸 にお ける設 計波 浪

を 目標 に規則波 による実験 を行 った.こ こで潮位 は

HHWLとLWLを 想定 した.図-9に 実験模型概 要,表-

5に 実験条 件,そ して表-6に 検討 ケー スを示す.な

お,模 型堤前にはi=1/10お よびi=1/50の スロー プ

を設 け,模 型を設置 しない状態 で波 高検定 を行 い,

波 高計(8)・(9)の 計測 結果か ら合 田の入反射分離手法

によ り入射波 高を決定 してい る.実 験 は,S-VHS模

型 天 端 に 分 力 計(2成 分,サ ン プ リン グ周 波 数

500Hz)を 設置 固定 し,水 平波力 と揚圧 力を計測 した.
一方

,各 部材 に配置 した波 圧セ ンサー(サ ンプ リン

グ周波数500Hz)か ら部材波圧 を20波 分以 上 に渡 っ

て計測 した.図-10に 波圧セ ンサー配置 を示す.

図-11に 分 力計 によ る水 平波 力お よび揚 圧力を計

測 した結果例 を示す.こ こでは従来型VHS工 法 に対

す る設計算定値 を比較 してい るが,S-VHS工 法では

VHS工 法 よ りも水平波 力を大幅 に低減 可能 であ り,

揚圧力 も低減 され るこ とがわか った.そ の他 の斜 面

勾配,構 造形 式 に対す る算 定結 果 も同様 の傾 向で

あ った.

次に分力計 ・波圧計 による計測水平波力,揚 圧 力,

波 圧 時 系 列 例 を 図-12に 示 す.こ こで はi=1/10,

h2/h=0.05, HHWL時 を対 象 と して い る.符 号は,揚

圧 力は正で鉛 直下向 きを,波 圧 計は正で部材圧縮 力

図-10 波 圧 センサー配 置(h2/h=0.05:22個, h2/h=0.2:20個)

図-11 水平波力と揚圧力(h2/h=0.05, i=1/10)

を表 し,計 測値は初期 の静水圧 を控除 している.水

平波 力は巻波砕 波 に伴 う衝撃波 力 による ピー クを計

測 し,揚 圧 力の極大 とは位相 差が生 じて いる.堤 体

前 面斜 面部(No. 1)で も衝撃波 力が作用 してお り,後

壁(No. 16)で も若干 ピー クが 見 られ る.

最 後に最 大波力作用時 の波圧 分布例を図-13に 示

す.斜 面部 では,後 に述べ る細 山 田らの式2)と ほぼ
一致す るが

,直 立部お よび揚圧 力については整合 し
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図-12 計 測 波 力時 系 列(ケ ー ス34, h2/h=0.05, i=1/10)

図-13 波 圧 分 布 例(ケ ー ス33, h2/h=0.05, i=1/10)

ない.な お,こ こでの実験 波圧 は壁 面前後の差圧 を

取 ってい ない値 である.

5. 波 力 算 定 式 の 提 案

(1) 全波力

前章で述べた波力実験か ら,S-VHS工 法 は,従 来

型VHS工 法 に作用す る波 力 よ り水平波力 ・揚圧力 と

もさらに低減 され るこ とがわ か った.本 工法 にお い

ては上部斜 面形 を導入 した こ とが波力低減効果 の主

因 と考え られ る.上 部斜面 ケー ソンに対す る波力低

減効果 は,細 山 田らの式2)に よって算定可能で あ り,

実験で も斜 面部での波圧分布 は同式算定 による分布

と類似 した.以 下に細 山田式 にお け る波力低減係数

算定式 を示す.

(1)

(2)

ここで,λ'SL:斜 面部水平 波力 にか ける低 減係数,

λV:直 立部水 平波力 にか ける低減係 数,H:波 高

(m), L:波 長(m), α:斜 面部 傾斜 角度,dc:静

水 面か ら斜面 下端 までの距 離(m,静 水 面 よ り上に あ

る場 合 を正)で ある.上 部斜 面 ケー ソンに作用す る

図-14 波 力 低 減 係 数(h2/h=0.05, i=1/10)

波 力の定義 は図-13を 参照 され たい.こ こでは λ'SL

とλVの 実験 値 との整 合 を見 る.な お細 山 田 ら2)は

水理模型実験 を数種 類の形状 に対 して行 ってお り,

この うち,同 論文 中の斜 面傾 斜角45° かつ低天端の

Type4な い しType5の 形状 と潮位条件 がS-VHS工

法形状お よび本実験潮位LWL時 に最 も類似 してい る

と考え られ る.

細 山 田式は,森 平 ら3)の 上部斜 面ケー ソン堤に対

す る波 力 式 に対 して,斜 面部 で 波 形 勾配0.02～

0.06,直 立部で0.02以 上の範囲 の波 に対 して波力

が単調減 少す ると して補正 した点 に特徴 がある.図
-14に 実験 か ら求 めた波力低減係 数 を示す .こ こで

直立部お よび斜面部水平波 力は,分 力計 の計測水 平

波 力最大時にお ける波圧セ ンサー計測値 を模型受圧

面に按 分 して求 めた.計 測値 は部材前後 のセ ンサー

値 か ら差圧を与 えてお り,細 山田 らの実験 結果(λ
=0～2)と 比較 して低減係 数 は小 さく,細 山 田式 を

用 いた波 力算定は安全側の評価 にな ると考 え られ る.

但 し,LWLの 実験 は富 士海 岸 で の設 計波 浪(H/L
=0 .10)を 想 定 したため波形 勾配0.06以 上の波浪 で

実施 してお り,そ れ 以下の範囲 に関 してはHHWL時

の結果 を踏 まえた推 定に留 まる.斜 面部 に対す る低

減係 数 λ'SLは右肩 下が りとな り同式 波力 低減係 数 と

同様 の傾 向 を示す.直 立部 に対す る λVは単調減 少

せず傾向が異 なる.S-VHS工 法 はス リッ トや 底面 ク

リア ランスが存在す るのに対 し,細 山 田らの実験は

混成堤 ケー ソンを対象 と してお り,直 立部お よび底

面では波力低減 メカニズムが異な る と考え られ る.

そ こで直立部 の水 平波 力お よび揚圧力 については,

従来型VHS工 法 に対 して国栖 ら4)が 採 用 した手法 に

よって別途,波 力低減係 数を評 価す る.国 栖 らは波

高 水 深 比 とIr数(surf similarity parameter)に

よって合 田の波力算 定式5)に 対す るス リッ トに よる

波力低減効果 を次式 の通 り評価 で きる としてい る.

λV=a+b(H/h)+c・Ir (3)

ここでa, b, cは パ ラメー タであ り,実 験結 果か ら最

小 自乗法に よって海底 勾配お よび構造形式 別に算出
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表-7 S-VHS工 法 設 計 波 力 算 定 パ ラ メ ー タ

図-15 実験 値 と設 計 値(上:水 平 波 力,下:揚 圧 力)

した.定 数項aお よびIr数 係 数cに ついては従来 型

VHS工 法 とほぼ同等の値 とな ったため,以 後,従 来

型 と同 じ値 とす る.一 方,波 高水 深比H/hの 係 数

bは 安全側 の波 力評価式 とす るた め割 り増 して補正

し,水 平波力算 定式 を確立 した.

表-7に 確立 した波 力算 定パ ラ メー タを示す.ま

た図-15に は実測値 との比較例 を水 平波 力,揚 圧力

に関 して示す.揚 圧 力は,位 相差 を考慮 した滑動合

成波力 と して水 平波 力 と一括で評価す る方法 も考 え

られ るが,今 回 は水 平波 力 とは別 々に算 定 し,安 全

側の設 計 とな るよ うに した.低 減係数 の算 定手法は

水 平波力 と同様で ある.新 しく確立 した波 力算定手

法は,全 体的 に実測値 よ り大 き 目の波 力を与えてい

る.

(2) 部材 波力

部材波 力の設計は,従 来 型VHS工 法 と同様 に次 式

表-8 部材波圧係数

に て 評 価 す る.

q=α ・ρ ・g・H (4)

こ こ で,q:各 部 材 に 作 用 す る 波 圧 強 度(kN),ρ:

海 水 密 度(kN/m),g:重 力 加 速 度(m/ss2),H:設

計 波 高(m)で あ る.部 材 毎 の 波 圧 係 数 α は,各 構 造

形 式,海 底 勾 配,潮 位 条 件 毎 に 波 圧 計 計 測 値 の 極 大

値 平 均 を 取 り,そ の 中 の 最 大 値 か ら決 め た.な お 部

材 裏 表 で セ ン サ ー が 対 と な っ て い る も の は 差 圧 を

取 っ て 評 価 し た.表-8に 決 定 し た 各 部 材 の 波 圧 係

数 を 示 す.部 材 位 置 は 図-10の 波 圧 セ ン サ ー 位 置 に

対 応 す る.

6. ま と め

(1) S-VHS工 法 の 構 造 形 式 を 定 め,水 理 性 能 検 証

実 験 か ら 制 約 条 件 を 満 た す 堤 体 幅 を 設 定 し た.対 象

波 浪(波 長L)に 対 す る 必 要 堤 体 幅Bは,構 造 形 式 別

にB/L>0.1 (h2/h=0.05), B/L>0.14 (h2/h=0.2)と

求 ま る.

(2) 波 力 実 験 結 果 か らS-VHS工 法 は 従 来 型VHS工 法

に 比 べ て 水 平 波 力 を 大 幅 に 低 減 可 能 で あ り,揚 圧 力

も低 減 され る こ と が わ か っ た.

(3) 細 山 田 式 に お け る 直 立 部 水 平 波 力 に 対 す る 低

減 係 数 を(3)式 に 修 正 した も の をS-VHS工 法 設 計 波 力

式 と して 提 案 す る.

(4) 部 材 波 力 に つ い て は(4)式 で 算 定 され る.
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